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(57)【要約】
【課題】ドナー性基とアクセプター性基を有していて発光特性に優れた化合物を見出すこ
と。
【解決手段】　下記一般式で表される化合物からなる発光材料。Ｒ１およびＲ２はフッ化
アルキル基を表し、Ｄはハメットのσｐ値が負である置換基を表し、Ａはハメットのσｐ

値が正である置換基を表す。

【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）で表される化合物からなる発光材料。
【化１】

［一般式（１）において、Ｒ１およびＲ２は各々独立にフッ化アルキル基を表し、Ｄはハ
メットのσｐ値が負である置換基を表し、Ａはハメットのσｐ値が正である置換基を表す
。］
【請求項２】
　Ｒ１およびＲ２が各々独立にパーフルオロアルキル基である、請求項１に記載の発光材
料。
【請求項３】
　Ｒ１およびＲ２の炭素数が各々独立に１～３のいずれかである、請求項１または２に記
載の発光材料。
【請求項４】
　Ｄが、置換もしくは無置換のジアリールアミノ構造を含む、請求項１～３のいずれか１
項に記載の発光材料。
【請求項５】
　Ｄが、置換もしくは無置換のジアリールアミノ基で置換されたアリール基である、請求
項４に記載の発光材料。
【請求項６】
　Ａが、置換もしくは無置換のヘテロアリール基を含む、請求項１～５のいずれか１項に
記載の発光材料。
【請求項７】
　Ａが、置換もしくは無置換のヘテロアリール基で置換されたアリール基である、請求項
６に記載の発光材料。
【請求項８】
　下記一般式（１）で表される化合物からなるホスト材料。
【化２】

［一般式（１）において、Ｒ１およびＲ２は各々独立にフッ化アルキル基を表し、Ｄはハ
メットのσｐ値が負である置換基を表し、Ａはハメットのσｐ値が正である置換基を表す
。］
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【請求項９】
　下記一般式（１）で表される化合物からなる正孔阻止材料。
【化３】

［一般式（１）において、Ｒ１およびＲ２は各々独立にフッ化アルキル基を表し、Ｄはハ
メットのσｐ値が負である置換基を表し、Ａはハメットのσｐ値が正である置換基を表す
。］
【請求項１０】
　下記一般式（１）で表される化合物からなる電子阻止材料。

【化４】

［一般式（１）において、Ｒ１およびＲ２は各々独立にフッ化アルキル基を表し、Ｄはハ
メットのσｐ値が負である置換基を表し、Ａはハメットのσｐ値が正である置換基を表す
。］
【請求項１１】
　下記一般式（１）で表される化合物。
【化５】

［一般式（１）において、Ｒ１およびＲ２は各々独立にフッ化アルキル基を表し、Ｄはハ
メットのσｐ値が負である置換基を表し、Ａはハメットのσｐ値が正である置換基を表す
。］
【請求項１２】
　下記一般式（１）で表される構造を有する遅延蛍光体。
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【化６】

［一般式（１）において、Ｒ１およびＲ２は各々独立にフッ化アルキル基を表し、Ｄはハ
メットのσｐ値が負である置換基を表し、Ａはハメットのσｐ値が正である置換基を表す
。］
【請求項１３】
　下記一般式（１）で表される化合物を含む有機発光素子。

【化７】

［一般式（１）において、Ｒ１およびＲ２は各々独立にフッ化アルキル基を表し、Ｄはハ
メットのσｐ値が負である置換基を表し、Ａはハメットのσｐ値が正である置換基を表す
。］
【請求項１４】
　前記化合物を含む発光層を有する、請求項１３に記載の有機発光素子。
【請求項１５】
　前記発光層における前記化合物の含有量が５０重量％未満であり、前記発光層に前記化
合物の他にホスト材料を含む、請求項１４に記載の有機発光素子。
【請求項１６】
　前記発光層における前記化合物の含有量が５０重量％以上であり、前記発光層に前記化
合物の他に発光材料を含む、請求項１４に記載の有機発光素子。
【請求項１７】
　陽極、発光層を含む複数の有機層、陰極を順に積層した構造を有しており、前記化合物
を、発光層の陰極側に隣接する層に含む、請求項１３～１６のいずれか１項に記載の有機
発光素子。
【請求項１８】
　陽極、発光層を含む複数の有機層、陰極を順に積層した構造を有しており、前記化合物
を、発光層の陽極側に隣接する層に含む、請求項１３～１６のいずれか１項に記載の有機
発光素子。
【請求項１９】
　遅延蛍光を放射する、請求項１３～１８のいずれか１項に記載の有機発光素子。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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　本発明は、発光材料として有用な化合物とそれを用いた有機発光素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機エレクトロルミネッセンス素子（有機ＥＬ素子）などの有機発光素子の発光効率を
高める研究が盛んに行われている。特に、発光材料となる有機化合物について、分子内で
の電荷移動やエネルギー状態に着目した分子構造の検討が精力的に進められた結果、高い
発光効率が得られる幾つかの化合物群が見出されるに至っている。
　例えば、そのような化合物群として、ドナー性基とアクセプター性基が連結した構造を
有する化合物群が提案されている。こうした構造を有する化合物は、有機エレクトロルミ
ネッセンス素子の各電極から供給されるキャリアの再結合エネルギーにより励起状態にな
ると、ドナー性基からアクセプター性基に電子が移動する。その後、励起状態になった化
合物は光を放射しつつ失活し、それと同時に、アクセプター性基に移動した電子がドナー
性基に戻る。このように、この化合物群に含まれる化合物は、エネルギー状態に応じてド
ナー性基とアクセプター性基の間を電子が行き交う特徴を有し、そのドナー性基やアクセ
プター性基の化学構造や配置を変えることにより、各種エネルギー準位を制御することが
できる。これにより、発光効率を顕著に改善できるとされている（非特許文献１）。
【先行技術文献】
【非特許文献】
【０００３】
【非特許文献１】Nature 492, 234-238
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明者らがドナー性基とアクセプター性基が連結した構造を有する各種化合物につい
て発光特性を評価したところ、確かに、ドナー性基またはアクセプター性基の一方のみで
は得られない特有のエネルギー状態を実現しうるという共通の利点を有することが確認さ
れた。しかしながら、ドナー性基とアクセプター性基を連結する連結部分の構造によって
発光特性は大きく異なり、単にドナー性基とアクセプター基を連結させるだけでは、必ず
しも良好な発光材料は提供できないことが判明した。
　そこで本発明者らは、ドナー性基とアクセプター性基を有していて発光特性に優れた化
合物の一般式を導きだし、発光効率が高い有機発光素子の構成を一般化することを目的と
して鋭意検討を進めた。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　鋭意検討を進めた結果、本発明者らはドナー性基とアクセプター性基を連結する連結基
として、特定の構造を有する連結基を採用すれば、優れた発光特性がもたらされることを
見いだした。そして、その特定の連結基でドナー性基とアクセプター性基が連結した構造
を有する化合物が、遅延蛍光を放射しうる有用な化合物であることを見出した。さらに、
そのような化合物を発光材料に用いることにより、発光効率が高い有機発光素子を提供で
きるとの知見を得るに至った。本発明は、このような知見に基づいて提案されたものであ
り、具体的に以下の構成を有する。
【０００６】
［１］　下記一般式（１）で表される化合物からなる発光材料。
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【化１】

［一般式（１）において、Ｒ１およびＲ２は各々独立にフッ化アルキル基を表し、Ｄはハ
メットのσｐ値が負である置換基を表し、Ａはハメットのσｐ値が正である置換基を表す
。］
［２］　Ｒ１およびＲ２が各々独立にパーフルオロアルキル基である、［１］に記載の発
光材料。
［３］　Ｒ１およびＲ２の炭素数が各々独立に１～３のいずれかである、［１］または［
２］に記載の発光材料。
［４］　Ｄが、置換もしくは無置換のジアリールアミノ構造を含む、［１］～［３］のい
ずれか１項に記載の発光材料。
［５］　Ｄが、置換もしくは無置換のジアリールアミノ基で置換されたアリール基である
、［４］に記載の発光材料。
［６］　Ａが、置換もしくは無置換のヘテロアリール基を含む、［１］～［５］のいずれ
か１項に記載の発光材料。
［７］　Ａが、置換もしくは無置換のヘテロアリール基で置換されたアリール基である、
［６］に記載の発光材料。
【０００７】
［８］　前記一般式（１）で表される化合物からなるホスト材料。
［９］　前記一般式（１）で表される化合物からなる正孔阻止材料。
［１０］　前記一般式（１）で表される化合物からなる電子阻止材料。
［１１］　前記一般式（１）で表される化合物。
［１２］　前記一般式（１）で表される構造を有する遅延蛍光体。
【０００８】
［１３］　前記一般式（１）で表される化合物を含む有機発光素子。
［１４］　前記化合物を含む発光層を有する、［１３］に記載の有機発光素子。
［１５］　前記発光層における前記化合物の含有量が５０重量％未満であり、前記発光層
に前記化合物の他にホスト材料を含む、［１４］に記載の有機発光素子。
［１６］　前記発光層における前記化合物の含有量が５０重量％以上であり、前記発光層
に前記化合物の他に発光材料を含む、［１４］に記載の有機発光素子。
［１７］　陽極、発光層を含む複数の有機層、陰極を順に積層した構造を有しており、前
記化合物を、発光層の陰極側に隣接する層に含む、［１３］～［１６］のいずれか１項に
記載の有機発光素子。
［１８］　陽極、発光層を含む複数の有機層、陰極を順に積層した構造を有しており、前
記化合物を、発光層の陽極側に隣接する層に含む、［１３］～［１６］のいずれか１項に
記載の有機発光素子。
［１９］　遅延蛍光を放射する、［１３］～［１８］のいずれか１項に記載の有機発光素
子。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の化合物は、電子供与性基と電子求引性基を有しており、優れた発光特性を示す
。このため、本発明の化合物は発光材料として有用である。また、本発明の化合物の中に
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は遅延蛍光を放射するものが含まれている。本発明の化合物を発光材料として用いた有機
発光素子は、高い発光効率を実現しうる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】有機エレクトロルミネッセンス素子の層構成例を示す概略断面図である。
【図２】化合物１のトルエン溶液、クロロホルム溶液、シクロヘキサン溶液および単独膜
の発光スペクトルおよび吸収スペクトルである。
【図３】化合物１のトルエン溶液、クロロホルム溶液、シクロヘキサン溶液および単独膜
の発光の過渡減衰曲線である。
【図４】化合物２のトルエン溶液、クロロホルム溶液、シクロヘキサン溶液および単独膜
の発光スペクトルおよび吸収スペクトルである。
【図５】化合物２のトルエン溶液、クロロホルム溶液、シクロヘキサン溶液および単独膜
の発光の過渡減衰曲線である。
【図６】化合物３のトルエン溶液、クロロホルム溶液、シクロヘキサン溶液および単独膜
の発光スペクトルおよび吸収スペクトルである。
【図７】化合物３のトルエン溶液、クロロホルム溶液、シクロヘキサン溶液および単独膜
の発光の過渡減衰曲線である。
【図８】化合物４のトルエン溶液、クロロホルム溶液、シクロヘキサン溶液および単独膜
の発光スペクトルおよび吸収スペクトルである。
【図９】化合物４のトルエン溶液、クロロホルム溶液、シクロヘキサン溶液および単独膜
の発光の過渡減衰曲線である。
【図１０】化合物５のトルエン溶液、クロロホルム溶液および単独膜の発光スペクトルで
ある。
【図１１】化合物５のトルエン溶液およびクロロホルム溶液の発光の過渡減衰曲線と、化
合物５のトルエン溶液およびクロロホルム溶液の脱気後における発光の過渡減衰曲線であ
る。
【図１２】化合物６のトルエン溶液および単独膜の発光スペクトルである。
【図１３】化合物６のトルエン溶液の脱気前後における発光の過渡減衰曲線である。
【図１４】化合物６を用いた有機エレクトロルミネッセンス素子の発光スペクトルである
。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　以下において、本発明の内容について詳細に説明する。以下に記載する構成要件の説明
は、本発明の代表的な実施態様や具体例に基づいてなされることがあるが、本発明はその
ような実施態様や具体例に限定されるものではない。なお、本明細書において「～」を用
いて表される数値範囲は、「～」の前後に記載される数値を下限値および上限値として含
む範囲を意味する。また、本発明に用いられる化合物の分子内に存在する水素原子の同位
体種は特に限定されず、例えば分子内の水素原子がすべて１Ｈであってもよいし、一部ま
たは全部が２Ｈ（デューテリウムＤ）であってもよい。
【００１２】
［一般式（１）で表される化合物］
　本発明の発光材料は、下記一般式（１）で表される化合物からなることを特徴とする。
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【化２】

【００１３】
　一般式（１）において、Ｒ１およびＲ２は各々独立にフッ化アルキル基を表す。本発明
における「フッ化アルキル基」とは、アルキル基の水素原子の少なくとも１つがフッ素原
子で置換された構造を有する基のことを言う。Ｒ１およびＲ２が表すフッ化アルキル基は
、アルキル基の全ての水素原子がフッ素原子で置換されたパーフルオロアルキル基であっ
てもよいし、アルキル基の水素原子の一部だけがフッ素原子で置換された、部分フッ化ア
ルキル基であってもよい。これらのうち、フッ化アルキル基はパーフルオロアルキル基で
あることが好ましい。フッ化アルキル基の炭素数は、１～２０のいずれかであることが好
ましく、１～１０のいずれかであることがより好ましく、１～５のいずれかであることが
さらに好ましく、１～３のいずれかであることが特に好ましい。フッ化アルキル基の炭素
数が３以上であるとき、フッ化アルキル基は直鎖状であってもよいし、分枝状であっても
よい。Ｒ１およびＲ２が表すフッ化アルキル基は、互いに同一であっても異なっていても
よい。Ｒ１およびＲ２が表すフッ化アルキル基が互いに異なる場合の例として、炭素原子
やフッ素原子の数が異なる場合、直鎖状と分枝状とで異なる場合、分枝状のフッ化アルキ
ル基において枝分かれの数や枝分かれの位置が異なる場合等を挙げることができる。
【００１４】
　Ｄはハメットのσｐ値が負である置換基を表し、Ａはハメットのσｐ値が正である置換
基を表す。
　ここで、「ハメットのσｐ値」は、Ｌ．Ｐ．ハメットにより提唱されたものであり、パ
ラ置換ベンゼン誘導体の反応速度または平衡に及ぼす置換基の影響を定量化したものであ
る。具体的には、パラ置換ベンゼン誘導体における置換基と反応速度定数または平衡定数
の間に成立する下記式：
      log（ｋ／ｋ0） ＝ ρσｐ

または
      log（Ｋ／Ｋ0） ＝ ρσｐ

における置換基に特有な定数（σｐ）である。上式において、ｋは置換基を持たないベン
ゼン誘導体の速度定数、ｋ0は置換基で置換されたベンゼン誘導体の速度定数、Ｋは置換
基を持たないベンゼン誘導体の平衡定数、Ｋ0は置換基で置換されたベンゼン誘導体の平
衡定数、ρは反応の種類と条件によって決まる反応定数を表す。本発明における「ハメッ
トのσｐ値」に関する説明と各置換基の数値については、Hansch,C.et.al.,Chem.Rev.,91
,165-195(1991)のσｐ値に関する記載を参照することができる。ハメットのσｐ値が負で
ある置換基は電子供与性（ドナー性）を示し、ハメットのσｐ値が正である置換基は電子
求引性（アクセプター性）を示す傾向がある。以下の説明では、「ハメットのσｐ値が負
である」ことを「電子供与性」と言い、「ハメットのσｐ値が正である」ことを「電子求
引性」と言うことがある。
【００１５】
　Ｄが表すハメットのσｐ値が負である置換基としては、窒素原子、酸素原子、硫黄原子
、珪素原子、およびリン原子からなる群より選択されるヘテロ原子で結合する電子供与性
の置換基や、電子供与性を示すアリール基を採用することが好ましい。電子供与性を示す
アリール基は、通常は置換アリール基であり、窒素原子、酸素原子、硫黄原子、珪素原子
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、およびリン原子からなる群より選択されるヘテロ原子で結合する電子供与性の置換基で
置換されたアリール基であることが好ましい。
　また、Ｄが表すハメットのσｐ値が負である置換基は、置換もしくは無置換のジアリー
ルアミノ構造を含むことが好ましく、置換もしくは無置換のジアリールアミノ基で置換さ
れたアリール基であることがより好ましい。ここで、「ジアリールアミノ構造」とは、ジ
アリールアミノ基と、ジアリールアミノ基のアリール基同士が単結合または連結基で連結
して複素環を形成している複素芳香環構造の両方を意味することとする。ジアリールアミ
ノ構造の各アリール基を構成する芳香環、および、ジアリールアミノ基で置換されたアリ
ール基の各アリール基（ジアリールアミノ基の各アリール基とジアリールアミノ基で置換
されているアリール基）を構成する芳香環は、単環であっても、２以上の芳香環が縮合し
た縮合環であっても、２以上の芳香環が連結した連結環であってもよい。２以上の芳香環
が連結している場合は、直鎖状に連結したものであってもよいし、分枝状に連結したもの
であってもよい。ジアリールアミノ構造およびジアリールアミノ基で置換されたアリール
基の各アリール基を構成する芳香環の炭素数は、６～２２であることが好ましく、６～１
８であることがより好ましく、６～１４であることがさらに好ましく、６～１０であるこ
とがさらにより好ましい。各アリール基の具体例として、フェニル基、ナフチル基、ビフ
ェニル基を挙げることができる。ジアリールアミノ構造およびジアリールアミノ基で置換
されたアリール基が置換基を有する場合の置換基の説明と好ましい範囲については、下記
のＲ１１～Ｒ２０がとりうる置換基の説明と好ましい範囲を参照することができる。ジア
リールアミノ構造が上記の複素芳香環構造である場合のアリール基同士を連結する連結基
の説明と好ましい範囲については、下記の一般式（２）のＲ１５とＲ１６が互いに結合し
て連結基を形成している場合の連結基の説明と好ましい範囲を参照することができる。
【００１６】
　Ｄが表すハメットのσｐ値が負である置換基は、下記の一般式（２）で表される電子供
与性の基であることも好ましい。
【化３】

【００１７】
　一般式（２）において、Ｒ１１～Ｒ２０は、各々独立に水素原子または置換基を表す。
置換基の数は特に制限されず、Ｒ１１～Ｒ２０のすべてが無置換（すなわち水素原子）で
あってもよい。Ｒ１１～Ｒ２０のうちの２つ以上が置換基である場合、複数の置換基は互
いに同一であっても異なっていてもよい。
　Ｒ１１～Ｒ２０がとりうる置換基として、例えばヒドロキシ基、ハロゲン原子、炭素数
１～２０のアルキル基、炭素数１～２０のアルコキシ基、炭素数１～２０のアルキルチオ
基、炭素数１～２０のアルキル置換アミノ基、炭素数１～２０のアリール置換アミノ基、
炭素数６～４０のアリール基、炭素数３～４０のヘテロアリール基、炭素数２～１０のア
ルケニル基、炭素数２～１０のアルキニル基、炭素数２～２０のアルキルアミド基、炭素
数７～２１のアリールアミド基、炭素数３～２０のトリアルキルシリル基等が挙げられる
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。これらの具体例のうち、さらに置換基により置換可能なものは置換されていてもよい。
より好ましい置換基は、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数１～２０のアルコキシ基、
炭素数１～２０のアルキルチオ基、炭素数１～２０のアルキル置換アミノ基、炭素数１～
２０のアリール置換アミノ基、炭素数６～４０のアリール基、炭素数３～４０のヘテロア
リール基である。
【００１８】
　Ｒ１１とＲ１２、Ｒ１２とＲ１３、Ｒ１３とＲ１４、Ｒ１４とＲ１５、Ｒ１５とＲ１６

、Ｒ１６とＲ１７、Ｒ１７とＲ１８、Ｒ１８とＲ１９、Ｒ１９とＲ２０は、互いに結合し
て環状構造を形成していてもよい。環状構造は芳香環であっても脂肪環であってもよく、
またヘテロ原子を含むものであってもよく、さらに環状構造は２環以上の縮合環であって
もよい。ここでいうヘテロ原子としては、窒素原子、酸素原子および硫黄原子からなる群
より選択されるものであることが好ましい。形成される環状構造の例として、ベンゼン環
、ナフタレン環、ピリジン環、ピリダジン環、ピリミジン環、ピラジン環、ピロール環、
イミダゾール環、ピラゾール環、イミダゾリン環、オキサゾール環、イソオキサゾール環
、チアゾール環、イソチアゾール環、シクロヘキサジエン環、シクロヘキセン環、シクロ
ペンタエン環、シクロヘプタトリエン環、シクロヘプタジエン環、シクロヘプタエン環な
どを挙げることができる。
【００１９】
　一般式（２）で表される基の中では、Ｒ１５とＲ１６が互いに結合していないもの、Ｒ
１５とＲ１６が互いに単結合で結合しているもの、または、Ｒ１５とＲ１６が互いに結合
して連結鎖長が１原子の連結基を形成しているものが好ましい。Ｒ１５とＲ１６が互いに
結合して連結鎖長が１原子の連結基を形成している場合、Ｒ１５とＲ１６が互いに結合し
た結果として形成される環状構造は６員環となる。Ｒ１５とＲ１６が互いに結合して形成
される連結基の具体例として、－Ｏ－、－Ｓ－、－Ｎ（Ｒ９１）－または－Ｃ（Ｒ９２）
（Ｒ９３）－で表される連結基が挙げられる。ここにおいて、Ｒ９１～Ｒ９３は各々独立
に水素原子または置換基を表す。Ｒ９１がとりうる置換基としては、炭素数１～２０のア
ルキル基、炭素数６～４０のアリール基、炭素数３～４０のヘテロアリール基を例示する
ことができる。Ｒ９２およびＲ９３がとりうる置換基としては、各々独立に、ヒドロキシ
基、ハロゲン原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数１～２０のアルコキシ基、炭素
数１～２０のアルキルチオ基、炭素数１～２０のアルキル置換アミノ基、炭素数１～２０
のアリール置換アミノ基、炭素数６～４０のアリール基、炭素数３～４０のヘテロアリー
ル基、炭素数２～１０のアルケニル基、炭素数２～１０のアルキニル基、炭素数２～２０
のアルキルアミド基、炭素数７～２１のアリールアミド基、炭素数３～２０のトリアルキ
ルシリル基等を例示することができる。
【００２０】
　一般式(２)において、Ｌ１２は、単結合、置換もしくは無置換のアリーレン基、または
置換もしくは無置換のヘテロアリーレン基を表す。＊は、一般式（１）における炭素原子
（Ｃ）への結合位置を表す。Ｌ１２は、単結合、または置換もしくは無置換のアリーレン
基であることが好ましい。
　Ｌ１２が表すアリーレン基を構成する芳香環は、単環であっても、２以上の芳香環が縮
合した縮合環であっても、２以上の芳香環が連結した連結環であってもよい。２以上の芳
香環が連結している場合は、直鎖状に連結したものであってもよいし、分枝状に連結した
ものであってもよい。Ｌ１２が表すアリーレン基を構成する芳香環の炭素数は、６～２２
であることが好ましく、６～１８であることがより好ましく、６～１４であることがさら
に好ましく、６～１０であることがさらにより好ましい。アリーレン基の具体例として、
フェニレン基、ナフタレンジイル基、ビフェニレン基を挙げることができる。また、Ｌ１

２が表すヘテロアリーレン基を構成する複素環は、単環であっても、１以上の複素環と芳
香環または複素環が縮合した縮合環であっても、１以上の複素環と芳香環または複素環が
連結した連結環であってもよい。複素環の炭素数は５～２２であることが好ましく、５～
１８であることがより好ましく、５～１４であることがさらに好ましく、５～１０である
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。複素環の具体例として、ピリジン環、ピリダジン環、ピリミジン環、トリアゾール環、
ベンゾトリアゾール環を挙げることができる。Ｌ１２が表すより好ましい基はフェニレン
基である。Ｌ１２がフェニレン基であるとき、フェニレン基は１，２－フェニレン基、１
，３－フェニレン基、１，４－フェニレン基のいずれであってもよいが、１，４－フェニ
レン基であることが好ましい。また、Ｌ１２は置換基により置換されていてもよい。Ｌ１

２の置換基の数および置換位置は特に制限されない。Ｌ１２に導入しうる置換基の説明と
好ましい範囲については、上記のＲ１１～Ｒ２０がとりうる置換基の説明と好ましい範囲
を参照することができる。
【００２１】
　一般式（２）で表される基の好ましい例として、下記一般式（４）～（８）のいずれか
で表される基を挙げることができる。
【化４】
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【００２２】
　一般式（４）～（８）において、Ｒ２１～Ｒ２４、Ｒ２７～Ｒ３８、Ｒ４１～Ｒ４８、
Ｒ５１～Ｒ５８、Ｒ６１～Ｒ６５、Ｒ８１～Ｒ９０は、各々独立に水素原子または置換基
を表す。ここでいう置換基の説明と好ましい範囲については、上記のＲ１１～Ｒ２０がと
りうる置換基の説明と好ましい範囲を参照することができる。Ｒ２１～Ｒ２４、Ｒ２７～
Ｒ３８、Ｒ４１～Ｒ４８、Ｒ５１～Ｒ５８、Ｒ６１～Ｒ６５、Ｒ７１～Ｒ７９、Ｒ８１～
Ｒ９０は、各々独立に上記一般式（４）～（８）のいずれかで表される基であることも好
ましい。また、一般式（４）のＲ２１、Ｒ２３、Ｒ２８、Ｒ３０のうちの少なくとも２つ
は置換もしくは無置換のアルキル基であることが好ましく、Ｒ２１、Ｒ２３、Ｒ２８、Ｒ
３０の全てが置換もしくは無置換のアルキル基であるか、Ｒ２１とＲ３０が置換もしくは



(13) JP 2018-100411 A 2018.6.28

10

20

30

無置換のアルキル基であるか、Ｒ２３とＲ２８が置換もしくは無置換のアルキル基である
ことがより好ましく、その置換もしく無置換のアルキル基は炭素数１～６の置換もしくは
無置換のアルキル基であることがより好ましい。一般式（８）のＲ８９およびＲ９０は置
換もしくは無置換のアルキル基であることが好ましく、炭素数１～６の置換もしくは無置
換のアルキル基であることがより好ましい。一般式（４）～（８）における置換基の数は
特に制限されない。すべてが無置換（すなわち水素原子）である場合も好ましい。また、
一般式（４）～（８）のそれぞれにおいて置換基が２つ以上ある場合、それらの置換基は
同一であっても異なっていてもよい。一般式（４）～（８）に置換基が存在している場合
、その置換基は一般式（４）であればＲ２２～Ｒ２４、Ｒ２７～Ｒ２９のいずれかである
ことが好ましく、Ｒ２３およびＲ２８の少なくとも１つであることがより好ましく、一般
式（５）であればＲ３２～Ｒ３７のいずれかであることが好ましく、一般式（６）であれ
ばＲ４２～Ｒ４７のいずれかであることが好ましく、一般式（７）であればＲ５２、Ｒ５

３、Ｒ５６、Ｒ５７、Ｒ６２～Ｒ６４のいずれかであることが好ましく、一般式（８）で
あればＲ８２～Ｒ８７、Ｒ８９、Ｒ９０のいずれかであることが好ましい。
【００２３】
　一般式（４）～（８）において、Ｒ２１とＲ２２、Ｒ２２とＲ２３、Ｒ２３とＲ２４、
Ｒ２７とＲ２８、Ｒ２８とＲ２９、Ｒ２９とＲ３０、Ｒ３１とＲ３２、Ｒ３２とＲ３３、
Ｒ３３とＲ３４、Ｒ３５とＲ３６、Ｒ３６とＲ３７、Ｒ３７とＲ３８、Ｒ４１とＲ４２、
Ｒ４２とＲ４３、Ｒ４３とＲ４４、Ｒ４５とＲ４６、Ｒ４６とＲ４７、Ｒ４７とＲ４８、
Ｒ５１とＲ５２、Ｒ５２とＲ５３、Ｒ５３とＲ５４、Ｒ５５とＲ５６、Ｒ５６とＲ５７、
Ｒ５７とＲ５８、Ｒ６１とＲ６２、Ｒ６２とＲ６３、Ｒ６３とＲ６４、Ｒ６４とＲ６５、
Ｒ５４とＲ６１、Ｒ５５とＲ６５、Ｒ８１とＲ８２、Ｒ８２とＲ８３、Ｒ８３とＲ８４、
Ｒ８５とＲ８６、Ｒ８６とＲ８７、Ｒ８７とＲ８８、Ｒ８９とＲ９０は、互いに結合して
環状構造を形成していてもよい。環状構造の説明と好ましい例については、上記の一般式
（２）において、Ｒ１１とＲ１２等が互いに結合して形成する環状構造の説明と好ましい
例を参照することができる。
【００２４】
　一般式（４）～（８）において、Ｌ１３～Ｌ１６、Ｌ１８は、単結合、置換もしくは無
置換のアリーレン基、または置換もしくは無置換のヘテロアリーレン基を表す。＊は、一
般式（１）における炭素原子（Ｃ）への結合位置を表す。Ｌ１３～Ｌ１６、Ｌ１８が表す
アリーレン基またはヘテロアリーレン基、これらの基に導入しうる置換基の説明と好まし
い範囲については、Ｌ１２が表すアリーレン基またはヘテロアリーレン基、これらの基に
導入しうる置換基の説明と好ましい範囲を参照することができる。Ｌ１３～Ｌ１６、Ｌ１

８は、単結合、置換もしくは無置換のアリーレン基であることが好ましい。
【００２５】
　Ｄが表すハメットのσｐ値が負である置換基は、例えば下記の一般式（３）で表される
電子供与性の基であることも好ましい。
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【化５】

【００２６】
　一般式（３）において、Ｒ７１～Ｒ７９は、各々独立に水素原子または置換基を表す。
Ｒ７１とＲ７２、Ｒ７２とＲ７３、Ｒ７３とＲ７４、Ｒ７４とＲ７５、Ｒ７６とＲ７７、
Ｒ７７とＲ７８、Ｒ７８とＲ７９は、互いに結合して環状構造を形成していてもよい。Ｌ
1７は、単結合、置換もしくは無置換のアリーレン基、または置換もしくは無置換のヘテ
ロアリーレン基を表す。＊は、一般式（１）における炭素原子（Ｃ）への結合位置を表す
。
【００２７】
　Ｒ７１～Ｒ７９がとりうる置換基の説明と好ましい範囲については、上記のＲ１１～Ｒ
２０がとりうる置換基の説明と好ましい範囲を参照することができる。また、Ｒ７１～Ｒ
７９は、各々独立に上記一般式（４）～（８）のいずれかで表される基であることも好ま
しい。置換基が存在している場合は、その置換位置は、Ｒ７２～Ｒ７４、Ｒ７７、Ｒ７８

のいずれかであることが好ましい。
　Ｌ１７が表すアリーレン基またはヘテロアリーレン基、これらの基に導入しうる置換基
の説明と好ましい範囲については、Ｌ１２が表すアリーレン基またはヘテロアリーレン基
、これらの基に導入しうる置換基の説明と好ましい範囲を参照することができる。
【００２８】
　Ａが表すハメットのσｐ値が正である置換基は、置換もしくは無置換のヘテロアリール
基を含むことが好ましく、置換もしくは無置換のヘテロアリール基で置換されたアリール
基であることがより好ましい。Ａが置換もしくは無置換のヘテロアリール基を含む場合、
そのヘテロアリール基が含む芳香族ヘテロ環はπ電子欠如系の芳香族ヘテロ環であること
が好ましい。ヘテロアリール基が含むヘテロ原子として、窒素原子、酸素原子、硫黄原子
、硼素原子を挙げることができ、ヘテロアリール基は、少なくとも１つの窒素原子を環員
として含むことが好ましい。そのようなヘテロアリール基として、窒素原子を環員として
含む５員環または６員環からなる基、または窒素原子を環員として含む５員環または６員
環にベンゼン環が縮環した構造を有する基を挙げることができ、ピリジン環、ピラジン環
、ピリミジン環、ピリダジン環、トリアジン環から水素原子を１つ除いた１価の基、また
は、これらの芳香族ヘテロ環同士が縮環した構造を有する基、これらの芳香族ヘテロ環に
ベンゼン環が縮環した構造を有する基であることが好ましい。また、ヘテロアリール基が
置換基を有する場合の置換基として、例えば炭素数１～２０のアルキル基、炭素数６～４
０のアリール基、シアノ基、ハロゲン原子、炭素数５～４０のヘテロアリール基等を挙げ
ることができる。これらの置換基のうち置換基により置換可能なものは置換されていても
よい。
　Ａが置換もしくは無置換のヘテロアリール基で置換されたアリール基である場合、その
アリール基（ヘテロアリール基で置換されているアリール基）を構成する芳香環は、単環
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であっても、２以上の芳香環が縮合した縮合環であっても、２以上の芳香環が連結した連
結環であってもよい。２以上の芳香環が連結している場合は、直鎖状に連結したものであ
ってもよいし、分枝状に連結したものであってもよい。このアリール基を構成する芳香環
の炭素数は、６～２２であることが好ましく、６～１８であることがより好ましく、６～
１４であることがさらに好ましく、６～１０であることがさらにより好ましい。このアリ
ール基の具体例として、フェニル基、ナフチル基、ビフェニル基を挙げることができる。
このアリール基が上記のヘテロアリール基の他に置換基を有する場合の置換基の説明と好
ましい範囲については、上記のＬ１２が表す基に導入しうる置換基の説明と好ましい範囲
を参照することができる。
【００２９】
　Ａが表すハメットのσｐ値が正である置換基は、下記一般式（９）で表される基である
ことが好ましい。
【化６】

【００３０】
　一般式（９）において、Ａ１～Ａ５は各々独立にＮまたはＣ（Ｒ１９）を表し、Ｒ１９

は水素原子または置換基を表す。Ａ１～Ａ５の少なくとも１つはＮであることが好ましく
、１～３つがＮであることがより好ましく、３つがＮであることがさらに好ましい。一般
式（９）で表される基がＲ１９を複数有するとき、複数のＲ１９は互いに同一であっても
異なっていてもよい。Ｒ１９がとりうる置換基として、例えば炭素数１～２０のアルキル
基、炭素数６～４０のアリール基、シアノ基、ハロゲン原子、炭素数５～４０のヘテロア
リール基等を挙げることができ、炭素数６～４０のアリール基であることが好ましい。こ
れらの置換基のうち置換基により置換可能なものは置換されていてもよい。
　一般式（９）において、Ｌ１９は、単結合、置換もしくは無置換のアリーレン基、また
は置換もしくは無置換のヘテロアリーレン基を表す。＊は、一般式（１）における炭素原
子（Ｃ）への結合位置を表す。Ｌ１９が表すアリーレン基またはヘテロアリーレン基、こ
れらの基に導入しうる置換基の説明と好ましい範囲については、Ｌ１２が表すアリーレン
基またはヘテロアリーレン基、これらの基に導入しうる置換基の説明と好ましい範囲を参
照することができる。Ｌ１９は、置換もしくは無置換のアリーレン基であることが好まし
く、置換もしくは無置換のフェニレン基であることがより好ましく、無置換のフェニレン
基であることがさらに好ましい。Ｌ１９が置換もしくは無置換のフェニレン基であるとき
、フェニレン基は１，２－フェニレン基、１，３－フェニレン基、１，４－フェニレン基
のいずれであってもよいが、１，４－フェニレン基であることが好ましい。
【００３１】
　以下において、Ａが含む置換基の具体例（Ａ－１～Ａ－７７）を例示する。ただし、本
発明において、Ａが表すハメットのσｐ値が正である置換基は、これらの置換基を含むも
のによって限定的に解釈されるべきものではない。Ａが表すハメットのσｐ値が正である
置換基は、Ａ－１～Ａ－７７のいずれかで表される置換基であってもよいし、Ａ－１～Ａ
－７７のいずれかで表される置換基と、その置換基を一般式（１）の炭素原子（Ｃ）へ連
結する連結基とから構成されたものであってもよい。下記式において、＊は、一般式（１
）の炭素原子（Ｃ）への結合位置、または、一般式（１）の炭素原子（Ｃ）に結合してい
る連結基への結合位置を表す。＊が複数存在する場合は、複数の＊のうちの１つが一般式
（１）の炭素原子（Ｃ）への結合位置、または、一般式（１）の炭素原子（Ｃ）に結合し
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。置換基としては、Ｒ１１～Ｒ２０がとりうる置換基の説明と好ましい範囲を参照するこ
とができるが、一般式（１）のＤ－Ｃ（Ｒ１）（Ｒ２）－の条件を満たす置換基や一般式
（１）のＤの条件を満たす置換基であることも好ましく、その中では一般式（１）のＤ－
Ｃ（Ｒ１）（Ｒ２）－の条件を満たす置換基であることがより好ましい。Ａ－１～Ａ－７
７のいずれかで表される置換基の＊が炭素原子（Ｃ）へ直接結合する場合には、Ａが表す
ハメットのσｐ値が正である置換基は、これらの置換基から構成され、Ａ－１～Ａ－７７
のいずれかで表される置換基の＊が炭素原子（Ｃ）に結合している連結基へ結合する場合
には、Ａが表すハメットのσｐ値が正である置換基は、これらの置換基と連結基で構成さ
れる。炭素原子（Ｃ）に連結基が結合している場合の連結基は、置換もしくは無置換のア
リーレン基または置換もしくは無置換のヘテロアリーレン基である。
【００３２】
【化７】

【００３３】
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【００３４】
【化９】

【００３５】
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【００３６】
【化１１】

【００３７】
　以下において、一般式（１）で表される化合物の具体例を例示する。ただし、本発明に
おいて用いることができる一般式（１）で表される化合物はこれらの具体例によって限定
的に解釈されるべきものではない。
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【００３８】
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【００３９】
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【００４０】
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【００４１】
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【００４２】
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【００４３】
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【化１８】

【００４４】
　一般式（１）で表される化合物の分子量は、例えば一般式（１）で表される化合物を含
む有機層を蒸着法により製膜して利用することを意図する場合には、１５００以下である
ことが好ましく、１２００以下であることがより好ましく、１０００以下であることがさ
らに好ましく、９００以下であることがさらにより好ましい。分子量の下限値は、一般式
（１）で表される最小化合物の分子量である。
　一般式（１）で表される化合物は、分子量にかかわらず塗布法で成膜してもよい。塗布
法を用いれば、分子量が比較的大きな化合物であっても成膜することが可能である。
【００４５】
　本発明を応用して、分子内に一般式（１）で表される構造を複数個含む化合物を、発光
材料として用いることも考えられる。
　例えば、一般式（１）で表される構造中にあらかじめ重合性基を存在させておいて、そ
の重合性基を重合させることによって得られる重合体を、発光材料として用いることが考
えられる。具体的には、一般式（１）のＲ１、Ｒ２、Ｄ、Ａのいずれかに重合性官能基を
含むモノマーを用意して、これを単独で重合させるか、他のモノマーとともに共重合させ
ることにより、繰り返し単位を有する重合体を得て、その重合体を発光材料として用いる
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プリングさせることにより、二量体や三量体を得て、それらを発光材料として用いること
も考えられる。
【００４６】
　一般式（１）で表される構造を含む繰り返し単位を有する重合体の例として、下記一般
式（１１）または（１２）で表される構造を含む重合体を挙げることができる。
【化１９】

【００４７】
　一般式（１１）または（１２）において、Ｑは一般式（１）で表される構造を含む基を
表し、Ｌ１およびＬ２は連結基を表す。連結基の炭素数は、好ましくは０～２０であり、
より好ましくは１～１５であり、さらに好ましくは２～１０である。連結基は－Ｘ１１－
Ｌ１１－で表される構造を有するものであることが好ましい。ここで、Ｘ１１は酸素原子
または硫黄原子を表し、酸素原子であることが好ましい。Ｌ１１は連結基を表し、置換も
しくは無置換のアルキレン基、または置換もしくは無置換のアリーレン基であることが好
ましく、炭素数１～１０の置換もしくは無置換のアルキレン基、または置換もしくは無置
換のフェニレン基であることがより好ましい。
　一般式（１１）または（１２）において、Ｒ１０１、Ｒ１０２、Ｒ１０３およびＲ１０

４は、各々独立に置換基を表す。好ましくは、炭素数１～６の置換もしくは無置換のアル
キル基、炭素数１～６の置換もしくは無置換のアルコキシ基、ハロゲン原子であり、より
好ましくは炭素数１～３の無置換のアルキル基、炭素数１～３の無置換のアルコキシ基、
フッ素原子、塩素原子であり、さらに好ましくは炭素数１～３の無置換のアルキル基、炭
素数１～３の無置換のアルコキシ基である。
　Ｌ１およびＬ２で表される連結基は、Ｑを構成する一般式（１）の構造のＲ１、Ｒ２、
Ｄ、Ａのいずれかに結合することができる。１つのＱに対して連結基が２つ以上連結して
架橋構造や網目構造を形成していてもよい。
【００４８】
　繰り返し単位の具体的な構造例として、下記式（１３）～（１６）で表される構造を挙
げることができる。
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【化２０】

【００４９】
　これらの式（１３）～（１６）を含む繰り返し単位を有する重合体は、一般式（１）の
構造のＲ１、Ｒ２、Ｄ、Ａのいずれかにヒドロキシ基を導入しておき、それをリンカーと
して下記化合物を反応させて重合性基を導入し、その重合性基を重合させることにより合
成することができる。

【化２１】

【００５０】
　分子内に一般式（１）で表される構造を含む重合体は、一般式（１）で表される構造を
有する繰り返し単位のみからなる重合体であってもよいし、それ以外の構造を有する繰り
返し単位を含む重合体であってもよい。また、重合体の中に含まれる一般式（１）で表さ
れる構造を有する繰り返し単位は、単一種であってもよいし、２種以上であってもよい。
一般式（１）で表される構造を有さない繰り返し単位としては、通常の共重合に用いられ
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るモノマーから誘導されるものを挙げることができる。例えば、エチレン、スチレンなど
のエチレン性不飽和結合を有するモノマーから誘導される繰り返し単位を挙げることがで
きる。
【００５１】
［一般式（１）で表される化合物の合成方法］
　一般式（１）で表される化合物は、新規化合物である。
　一般式（１）で表される化合物は、既知の反応を組み合わせることによって合成するこ
とができる。例えば、一般式（１）のＤが一般式（２）で表される基であってＬ１２がフ
ェニレン基であり、Ａが一般式（９）で表される基であってＬ１９がフェニレン基である
化合物は、下記の反応スキーム１により中間体ｃ’を合成し、反応式（１）で示すように
、この中間体ｃ’と一般式（２）の部分構造（Ｌ１２に結合している基）に対応する前駆
体とを、カップリング反応を応用して結合させることにより合成することが可能である。
【００５２】
【化２２】

【００５３】
　上記の反応スキーム１および反応式１において、Ｒ１、Ｒ２の説明については、一般式
（１）における対応する説明を参照することができ、Ｒ１１～Ｒ２０の説明については、
一般式（２）における対応する説明を参照することができ、Ａ１～Ａ５の説明については
、一般式（９）における対応する説明を参照することができる。Ｘ１、Ｘ２は各々独立に
ハロゲン原子を表し、フッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素原子を挙げることができ
、Ｘ１は臭素原子であることが好ましく、Ｘ２は塩素原子であることが好ましい。
　上記の反応は、公知のカップリング反応を応用したものであり、公知の反応条件を適宜
選択して用いることができる。上記の反応の詳細については、後述の合成例を参考にする
ことができる。また、一般式（１）で表される化合物は、その他の公知の合成反応を組み
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合わせることによっても合成することができる。
【００５４】
［有機発光素子］
　本発明の一般式（１）で表される化合物は、有機発光素子の発光材料として有用である
。このため、本発明の一般式（１）で表される化合物は、有機発光素子の発光層に発光材
料として効果的に用いることができる。また、本発明の一般式（１）で表される化合物は
、ホストまたはアシストドーパントとして用いてもよい。さらに、本発明の一般式（１）
で表される化合物は、発光層以外の層に用いてもよい。例えば、発光層の陰極側に隣接す
る層に用いてもよいし、発光層の陽極側に隣接する層に用いてもよい。発光層の陰極側に
隣接する層に用いたときは、本発明の一般式（１）で表される化合物は正孔阻止材料とし
て機能させることが可能であり、また、発光層の陽極側に隣接する層に用いたときは、本
発明の一般式（１）で表される化合物は電子阻止材料として機能させることが可能である
。
　一般式（１）で表される化合物の中には、遅延蛍光を放射する遅延蛍光材料（遅延蛍光
体）が含まれている。すなわち本発明は、一般式（１）で表される構造を有する遅延蛍光
体の発明と、一般式（１）で表される化合物を遅延蛍光体として使用する発明と、一般式
（１）で表される化合物を用いて遅延蛍光を発光させる方法の発明も提供する。そのよう
な化合物を発光材料として用いた有機発光素子は、遅延蛍光を放射し、発光効率が高いと
いう特徴を有する。その原理を、有機エレクトロルミネッセンス素子を例にとって説明す
ると以下のようになる。
【００５５】
　有機エレクトロルミネッセンス素子においては、正負の両電極より発光材料にキャリア
を注入し、励起状態の発光材料を生成し、発光させる。通常、キャリア注入型の有機エレ
クトロルミネッセンス素子の場合、生成した励起子のうち、励起一重項状態に励起される
のは２５％であり、残り７５％は励起三重項状態に励起される。従って、励起三重項状態
からの発光であるリン光を利用するほうが、エネルギーの利用効率が高い。しかしながら
、励起三重項状態は寿命が長いため、励起状態の飽和や励起三重項状態の励起子との相互
作用によるエネルギーの失活が起こり、一般にリン光の量子収率が高くないことが多い。
一方、遅延蛍光材料は、項間交差等により励起三重項状態へとエネルギーが遷移した後、
三重項－三重項消滅あるいは熱エネルギーの吸収により、励起一重項状態に逆項間交差さ
れ蛍光を放射する。有機エレクトロルミネッセンス素子においては、なかでも熱エネルギ
ーの吸収による熱活性化型の遅延蛍光材料が特に有用であると考えられる。有機エレクト
ロルミネッセンス素子に遅延蛍光材料を利用した場合、励起一重項状態の励起子は通常通
り蛍光を放射する。一方、励起三重項状態の励起子は、デバイスが発する熱を吸収して励
起一重項へ項間交差され蛍光を放射する。このとき、励起一重項からの発光であるため蛍
光と同波長での発光でありながら、励起三重項状態から励起一重項状態への逆項間交差に
より、生じる光の寿命（発光寿命）は通常の蛍光やりん光よりも長くなるため、これらよ
りも遅延した蛍光として観察される。これを遅延蛍光として定義できる。このような熱活
性化型の励起子移動機構を用いれば、キャリア注入後に熱エネルギーの吸収を経ることに
より、通常は２５％しか生成しなかった励起一重項状態の化合物の比率を２５％以上に引
き上げることが可能となる。１００℃未満の低い温度でも強い蛍光および遅延蛍光を発す
る化合物を用いれば、デバイスの熱で充分に励起三重項状態から励起一重項状態への項間
交差が生じて遅延蛍光を放射するため、発光効率を飛躍的に向上させることができる。
【００５６】
　本発明の一般式（１）で表される化合物を発光層の発光材料として用いることにより、
有機フォトルミネッセンス素子（有機ＰＬ素子）や有機エレクトロルミネッセンス素子（
有機ＥＬ素子）などの優れた有機発光素子を提供することができる。有機フォトルミネッ
センス素子は、基板上に少なくとも発光層を形成した構造を有する。また、有機エレクト
ロルミネッセンス素子は、少なくとも陽極、陰極、および陽極と陰極の間に有機層を形成
した構造を有する。有機層は、少なくとも発光層を含むものであり、発光層のみからなる
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ものであってもよいし、発光層の他に１層以上の有機層を有するものであってもよい。そ
のような他の有機層として、正孔輸送層、正孔注入層、電子阻止層、正孔阻止層、電子注
入層、電子輸送層、励起子阻止層などを挙げることができる。正孔輸送層は正孔注入機能
を有した正孔注入輸送層でもよく、電子輸送層は電子注入機能を有した電子注入輸送層で
もよい。具体的な有機エレクトロルミネッセンス素子の構造例を図１に示す。図１におい
て、１は基板、２は陽極、３は正孔注入層、４は正孔輸送層、５は発光層、６は電子輸送
層、７は陰極を表わす。
　以下において、有機エレクトロルミネッセンス素子の各部材および各層について説明す
る。なお、基板と発光層の説明は有機フォトルミネッセンス素子の基板と発光層にも該当
する。
【００５７】
（基板）
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子は、基板に支持されていることが好ましい
。この基板については、特に制限はなく、従来から有機エレクトロルミネッセンス素子に
慣用されているものであればよく、例えば、ガラス、透明プラスチック、石英、シリコン
などからなるものを用いることができる。
【００５８】
（陽極）
　有機エレクトロルミネッセンス素子における陽極としては、仕事関数の大きい（４ｅＶ
以上）金属、合金、電気伝導性化合物およびこれらの混合物を電極材料とするものが好ま
しく用いられる。このような電極材料の具体例としてはＡｕ等の金属、ＣｕＩ、インジウ
ムチンオキシド（ＩＴＯ）、ＳｎＯ２、ＺｎＯ等の導電性透明材料が挙げられる。また、
ＩＤＩＸＯ（Ｉｎ２Ｏ３－ＺｎＯ）等非晶質で透明導電膜を作製可能な材料を用いてもよ
い。陽極はこれらの電極材料を蒸着やスパッタリング等の方法により、薄膜を形成させ、
フォトリソグラフィー法で所望の形状のパターンを形成してもよく、あるいはパターン精
度をあまり必要としない場合は（１００μｍ以上程度）、上記電極材料の蒸着やスパッタ
リング時に所望の形状のマスクを介してパターンを形成してもよい。あるいは、有機導電
性化合物のように塗布可能な材料を用いる場合には、印刷方式、コーティング方式等湿式
成膜法を用いることもできる。この陽極より発光を取り出す場合には、透過率を１０％よ
り大きくすることが望ましく、また陽極としてのシート抵抗は数百Ω／□以下が好ましい
。さらに膜厚は材料にもよるが、通常１０～１０００ｎｍ、好ましくは１０～２００ｎｍ
の範囲で選ばれる。
【００５９】
（陰極）
　一方、陰極としては、仕事関数の小さい（４ｅＶ以下）金属（電子注入性金属と称する
）、合金、電気伝導性化合物およびこれらの混合物を電極材料とするものが用いられる。
このような電極材料の具体例としては、ナトリウム、ナトリウム－カリウム合金、マグネ
シウム、リチウム、マグネシウム／銅混合物、マグネシウム／銀混合物、マグネシウム／
アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウム混合物、アルミニウム／酸化アルミニウ
ム（Ａｌ２Ｏ３）混合物、インジウム、リチウム／アルミニウム混合物、希土類金属等が
挙げられる。これらの中で、電子注入性および酸化等に対する耐久性の点から、電子注入
性金属とこれより仕事関数の値が大きく安定な金属である第二金属との混合物、例えば、
マグネシウム／銀混合物、マグネシウム／アルミニウム混合物、マグネシウム／インジウ
ム混合物、アルミニウム／酸化アルミニウム（Ａｌ２Ｏ３）混合物、リチウム／アルミニ
ウム混合物、アルミニウム等が好適である。陰極はこれらの電極材料を蒸着やスパッタリ
ング等の方法により薄膜を形成させることにより、作製することができる。また、陰極と
してのシート抵抗は数百Ω／□以下が好ましく、膜厚は通常１０ｎｍ～５μｍ、好ましく
は５０～２００ｎｍの範囲で選ばれる。なお、発光した光を透過させるため、有機エレク
トロルミネッセンス素子の陽極または陰極のいずれか一方が、透明または半透明であれば
発光輝度が向上し好都合である。



(31) JP 2018-100411 A 2018.6.28

10

20

30

40

50

　また、陽極の説明で挙げた導電性透明材料を陰極に用いることで、透明または半透明の
陰極を作製することができ、これを応用することで陽極と陰極の両方が透過性を有する素
子を作製することができる。
【００６０】
（発光層）
　発光層は、陽極および陰極のそれぞれから注入された正孔および電子が再結合すること
により励起子が生成した後、発光する層であり、発光材料を単独で発光層に使用しても良
いが、好ましくは発光材料とホスト材料を含む。発光材料としては、一般式（１）で表さ
れる本発明の化合物群から選ばれる１種または２種以上を用いることができる。本発明の
有機エレクトロルミネッセンス素子および有機フォトルミネッセンス素子が高い発光効率
を発現するためには、発光材料に生成した一重項励起子および三重項励起子を、発光材料
中に閉じ込めることが重要である。従って、発光層中に発光材料に加えてホスト材料を用
いることが好ましい。ホスト材料としては、励起一重項エネルギー、励起三重項エネルギ
ーの少なくとも何れか一方が本発明の発光材料よりも高い値を有する有機化合物を用いる
ことができる。その結果、本発明の発光材料に生成した一重項励起子および三重項励起子
を、本発明の発光材料の分子中に閉じ込めることが可能となり、その発光効率を十分に引
き出すことが可能となる。もっとも、一重項励起子および三重項励起子を十分に閉じ込め
ることができなくても、高い発光効率を得ることが可能な場合もあるため、高い発光効率
を実現しうるホスト材料であれば特に制約なく本発明に用いることができる。本発明の有
機発光素子または有機エレクトロルミネッセンス素子において、発光は発光層に含まれる
本発明の発光材料から生じる。この発光は蛍光発光および遅延蛍光発光の両方を含む。但
し、発光の一部或いは部分的にホスト材料からの発光があってもかまわない。
　一般式（１）で表される化合物を発光材料として用いる場合、発光層における一般式（
１）で表される化合物の含有量は、５０重量％未満とすることが好ましい。さらに、一般
式（１）で表される化合物の含有量の上限値は３０重量％未満とすることが好ましく、ま
た、含有量の上限値は例えば２０重量％未満、１０重量％未満、５重量％未満、３重量％
未満、１重量％未満、０．５重量％未満とすることもできる。下限値は０．００１重量％
以上とすることが好ましく、例えば０．０１重量％超、０．１重量％超、０．５重量％超
、１重量％超とすることもできる。
　発光層におけるホスト材料としては、正孔輸送能、電子輸送能を有し、かつ発光の長波
長化を防ぎ、なおかつ高いガラス転移温度を有する有機化合物であることが好ましい。
【００６１】
　また、発光層の他の態様として、発光材料とホスト材料を含み、さらに一般式（１）で
表される化合物をアシストドーパントとして含む態様を挙げることができる。アシストド
ーパントとしては、一般式（１）で表される化合物群から選ばれる１種または２種以上を
用いることができる。アシストドーパントとして用いる一般式（１）で表される化合物は
、発光材料よりも最低励起一重項エネルギー準位が高く、且つ、ホスト材料よりも最低励
起一重項エネルギー準位が低いことが好ましい。これにより、ホスト材料で生じた励起一
重項エネルギーがアシストドーパントおよび発光材料へ容易に移動し、アシストドーパン
トで生じた励起一重項エネルギー、および、ホスト材料からアシストドーパントへ移動し
た励起一重項エネルギーが発光材料へ容易に移動する。その結果、励起一重項状態の発光
材料が効率よく生成されて高い発光効率を得ることができる。さらに、アシストドーパン
トとして用いる一般式（１）で表される化合物は、ホスト材料よりも最低励起三重項エネ
ルギー準位が低く、且つ、最低励起一重項エネルギー準位と最低励起三重項エネルギー準
位の差ΔＥＳＴが０．３ｅＶ以下であることが好ましく、０．２ｅＶ以下であることがよ
り好ましく、０．１ｅＶ以下であることがさらに好ましい。これにより、ホスト材料で生
じた励起三重項エネルギーがアシストドーパントに容易に移動して該アシストドーパント
が励起三重項状態に遷移し、さらに、励起三重項状態になったアシストドーパントで逆項
間交差が容易に生じて励起一重項状態に遷移しうる。このアシストドーパントの励起一重
項エネルギーが発光材料に移動する結果、励起一重項状態の発光材料が一層効率よく生成
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され、極めて高い発光効率を得ることができる。言い換えれば、ホスト材料やアシストド
ーパントで生じた励起三重項エネルギーを発光材料の発光に有効に利用することができる
。
　この態様で用いる発光材料には、公知のものを採用することができ、蛍光発光材料を用
いることが好ましく、遅延蛍光体を用いてもよい。ホスト材料の説明については、一般式
（１）で表される化合物を発光材料に用いる態様のホスト材料についての説明を参照する
ことができる。
　一般式（１）で表される化合物をアシストドーパントとして用いる場合、発光層におけ
る一般式（１）で表される化合物の含有量は、ホスト材料の含有量よりも少なく、発光材
料の含有量よりも多いこと、すなわち、「発光材料の含有量＜アシストドーパントの含有
量＜ホスト材料の含有量」の関係を満たすことが好ましい。具体的には、この態様での発
光層における一般式（１）で表される化合物の含有量は、５０重量％未満とすることが好
ましい。さらに、一般式（１）で表される化合物の含有量の上限値は４０重量％未満とす
ることが好ましく、また、含有量の上限値は例えば３０重量％未満、２０重量％未満、１
０重量％未満とすることもできる。下限値は０．１重量％以上とすることが好ましく、例
えば１重量％超、３重量％超とすることもできる。
　また、発光層の他の態様として、発光層が一般式（１）で表される化合物をホスト材料
として含み、一般式（１）で表される化合物の他に発光材料も含む態様を挙げることがで
きる。このとき用いる発光材料には公知のものを採用することができ、蛍光発光材料を用
いることが好ましく、遅延蛍光体を用いてもよい。一般式（１）で表される化合物をホス
ト材料として用いる場合、発光層における一般式（１）で表される化合物の含有量は、５
０重量％以上であることが好ましく、例えば７５重量％以上にすることもできる。
【００６２】
（注入層）
　注入層とは、駆動電圧低下や発光輝度向上のために電極と有機層間に設けられる層のこ
とで、正孔注入層と電子注入層があり、陽極と発光層または正孔輸送層の間、および陰極
と発光層または電子輸送層との間に存在させてもよい。注入層は必要に応じて設けること
ができる。
【００６３】
（阻止層）
　阻止層は、発光層中に存在する電荷（電子もしくは正孔）および／または励起子の発光
層外への拡散を阻止することができる層である。電子阻止層は、発光層および正孔輸送層
の間に配置されることができ、電子が正孔輸送層の方に向かって発光層を通過することを
阻止する。同様に、正孔阻止層は発光層および電子輸送層の間に配置されることができ、
正孔が電子輸送層の方に向かって発光層を通過することを阻止する。阻止層はまた、励起
子が発光層の外側に拡散することを阻止するために用いることができる。すなわち電子阻
止層、正孔阻止層はそれぞれ励起子阻止層としての機能も兼ね備えることができる。本明
細書でいう電子阻止層または励起子阻止層は、一つの層で電子阻止層および励起子阻止層
の機能を有する層を含む意味で使用される。
【００６４】
（正孔阻止層）
　正孔阻止層とは広い意味では電子輸送層の機能を有する。正孔阻止層は電子を輸送しつ
つ、正孔が電子輸送層へ到達することを阻止する役割があり、これにより発光層中での電
子と正孔の再結合確率を向上させることができる。正孔阻止層の材料としては、後述する
電子輸送層の材料を必要に応じて用いることができる。また、一般式（１）で表される化
合物を正孔阻止層に用いることもできる。この場合、発光層のホスト材料としても一般式
（１）で表される化合物を採用することが可能であり、同じ構造を有する一般式（１）で
表される化合物を採用することも可能である。
【００６５】
（電子阻止層）
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　電子阻止層とは、広い意味では正孔を輸送する機能を有する。電子阻止層は正孔を輸送
しつつ、電子が正孔輸送層へ到達することを阻止する役割があり、これにより発光層中で
の電子と正孔が再結合する確率を向上させることができる。電子素子層には、一般式（１
）で表される化合物を用いることができる。この場合、発光層のホスト材料としても一般
式（１）で表される化合物を採用することが可能であり、同じ構造を有する一般式（１）
で表される化合物を採用することも可能である。また、さらに正孔阻止層にも一般式（１
）で表される化合物を用いることが可能であり、電子素子層や発光層に用いたのと同じ構
造を有する一般式（１）で表される化合物を採用することも可能である。
【００６６】
（励起子阻止層）
　励起子阻止層とは、発光層内で正孔と電子が再結合することにより生じた励起子が電荷
輸送層に拡散することを阻止するための層であり、本層の挿入により励起子を効率的に発
光層内に閉じ込めることが可能となり、素子の発光効率を向上させることができる。励起
子阻止層は発光層に隣接して陽極側、陰極側のいずれにも挿入することができ、両方同時
に挿入することも可能である。すなわち、励起子阻止層を陽極側に有する場合、正孔輸送
層と発光層の間に、発光層に隣接して該層を挿入することができ、陰極側に挿入する場合
、発光層と陰極との間に、発光層に隣接して該層を挿入することができる。また、陽極と
、発光層の陽極側に隣接する励起子阻止層との間には、正孔注入層や電子阻止層などを有
することができ、陰極と、発光層の陰極側に隣接する励起子阻止層との間には、電子注入
層、電子輸送層、正孔阻止層などを有することができる。阻止層を配置する場合、阻止層
として用いる材料の励起一重項エネルギーおよび励起三重項エネルギーの少なくともいず
れか一方は、発光材料の励起一重項エネルギーおよび励起三重項エネルギーよりも高いこ
とが好ましい。
【００６７】
（正孔輸送層）
　正孔輸送層とは正孔を輸送する機能を有する正孔輸送材料からなり、正孔輸送層は単層
または複数層設けることができる。
　正孔輸送材料としては、正孔の注入または輸送、電子の障壁性のいずれかを有するもの
であり、有機物、無機物のいずれであってもよい。使用できる公知の正孔輸送材料として
は例えば、トリアゾール誘導体、オキサジアゾール誘導体、イミダゾール誘導体、カルバ
ゾール誘導体、インドロカルバゾール誘導体、ポリアリールアルカン誘導体、ピラゾリン
誘導体およびピラゾロン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、アリールアミン誘導体、ア
ミノ置換カルコン誘導体、オキサゾール誘導体、スチリルアントラセン誘導体、フルオレ
ノン誘導体、ヒドラゾン誘導体、スチルベン誘導体、シラザン誘導体、アニリン系共重合
体、また導電性高分子オリゴマー、特にチオフェンオリゴマー等が挙げられるが、ポルフ
ィリン化合物、芳香族第３級アミン化合物およびスチリルアミン化合物を用いることが好
ましく、芳香族第３級アミン化合物を用いることがより好ましい。
【００６８】
（電子輸送層）
　電子輸送層とは電子を輸送する機能を有する材料からなり、電子輸送層は単層または複
数層設けることができる。
　電子輸送材料（正孔阻止材料を兼ねる場合もある）としては、陰極より注入された電子
を発光層に伝達する機能を有していればよい。使用できる電子輸送層としては例えば、ニ
トロ置換フルオレン誘導体、ジフェニルキノン誘導体、チオピランジオキシド誘導体、カ
ルボジイミド、フレオレニリデンメタン誘導体、アントラキノジメタンおよびアントロン
誘導体、オキサジアゾール誘導体等が挙げられる。さらに、上記オキサジアゾール誘導体
において、オキサジアゾール環の酸素原子を硫黄原子に置換したチアジアゾール誘導体、
電子吸引基として知られているキノキサリン環を有するキノキサリン誘導体も、電子輸送
材料として用いることができる。さらにこれらの材料を高分子鎖に導入した、またはこれ
らの材料を高分子の主鎖とした高分子材料を用いることもできる。
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【００６９】
　有機エレクトロルミネッセンス素子を作製する際には、一般式（１）で表される化合物
を１層の有機層（例えば、電子輸送層）に用いるだけでなく、複数の有機層にも用いても
よい。その際、各有機層に用いる一般式（１）で表される化合物は、互いに同一であって
も異なっていてもよい。例えば、電子輸送層や発光層の他に、上記の注入層、阻止層、正
孔阻止層、電子阻止層、励起子阻止層、正孔輸送層などにも一般式（１）で表される化合
物を用いてもよい。これらの層の製膜方法は特に限定されず、ドライプロセス、ウェット
プロセスのどちらで作製してもよい。
【００７０】
　以下に、有機エレクトロルミネッセンス素子に用いることができる好ましい材料を具体
的に例示する。ただし、本発明において用いることができる材料は、以下の例示化合物に
よって限定的に解釈されることはない。また、特定の機能を有する材料として例示した化
合物であっても、その他の機能を有する材料として転用することも可能である。なお、以
下の例示化合物の構造式におけるＲ、Ｒ’、Ｒ１～Ｒ１０は、各々独立に水素原子または
置換基を表す。Ｘは環骨格を形成する炭素原子または複素原子を表し、ｎは３～５の整数
を表し、Ｙは置換基を表し、ｍは０以上の整数を表す。
【００７１】
　まず、発光層のホスト材料としても用いることができる好ましい化合物を挙げる。
【００７２】
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【００７３】
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【化２４】

【００７４】
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【化２５】

【００７５】



(38) JP 2018-100411 A 2018.6.28

10

20

30

【化２６】

【００７６】
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【００７７】
　正孔注入材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【００７８】
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【化２８】

【００７９】
　次に、正孔輸送材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【００８０】
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【００８１】
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【化３０】

【００８２】
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【００８３】
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【化３２】

【００８４】



(45) JP 2018-100411 A 2018.6.28

10

20

30

【化３３】

【００８５】
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【００８６】
　次に、電子阻止材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【００８７】
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【００８８】
　次に、正孔阻止材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【００８９】
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【００９０】
　次に、電子輸送材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【００９１】
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【００９３】
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【化３９】

【００９４】
　次に、電子注入材料として用いることができる好ましい化合物例を挙げる。
【００９５】
【化４０】

【００９６】
　さらに添加可能な材料として好ましい化合物例を挙げる。例えば、安定化材料として添
加すること等が考えられる。
【００９７】
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【化４１】

【００９８】
　上述の方法により作製された有機エレクトロルミネッセンス素子は、得られた素子の陽
極と陰極の間に電界を印加することにより発光する。このとき、励起一重項エネルギーに
よる発光であれば、そのエネルギーレベルに応じた波長の光が、蛍光発光および遅延蛍光
発光として確認される。また、励起三重項エネルギーによる発光であれば、そのエネルギ
ーレベルに応じた波長が、りん光として確認される。通常の蛍光は、遅延蛍光発光よりも
蛍光寿命が短いため、発光寿命は蛍光と遅延蛍光で区別できる。
　一方、りん光については、本発明の化合物のような通常の有機化合物では、励起三重項
エネルギーは不安定であり、熱失活の速度定数が大きく、発光の速度定数が小さいことか
ら直ちに失活するため、室温では殆ど観測できない。通常の有機化合物の励起三重項エネ
ルギーを測定するためには、極低温の条件での発光を観測することにより測定可能である
。
【００９９】
　本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子は、単一の素子、アレイ状に配置された構
造からなる素子、陽極と陰極がＸ－Ｙマトリックス状に配置された構造のいずれにおいて
も適用することができる。本発明によれば、発光層に一般式（１）で表される化合物を含
有させることにより、発光効率が大きく改善された有機発光素子が得られる。本発明の有
機エレクトロルミネッセンス素子などの有機発光素子は、さらに様々な用途へ応用するこ
とが可能である。例えば、本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子を用いて、有機エ
レクトロルミネッセンス表示装置を製造することが可能であり、詳細については、時任静
士、安達千波矢、村田英幸共著「有機ＥＬディスプレイ」（オーム社）を参照することが
できる。また、特に本発明の有機エレクトロルミネッセンス素子は、需要が大きい有機エ
レクトロルミネッセンス照明やバックライトに応用することもできる。
【実施例】
【０１００】
　以下に合成例および実施例を挙げて本発明の特徴をさらに具体的に説明する。以下に示
す材料、処理内容、処理手順等は、本発明の趣旨を逸脱しない限り適宜変更することがで
きる。したがって、本発明の範囲は以下に示す具体例により限定的に解釈されるべきもの
ではない。なお、紫外線吸収スペクトルの測定はＬＡＭＢＤＡ９５０－ＰＫＡ（パーキン
エルマー社製）を用いて行い、発光スペクトルの測定はＦｌｕｏｒｏｍａｘ－４（ホリバ
・ジョバンイボン社製）を用いて行い、過渡減衰曲線の測定はＱｕａｎｔａｕｒｕｓ－ｔ
ａｕ（浜松ホトニクス社製）を用いて行い、フォトルミネッセンス量子効率（ＰＬ量子効
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本実施例では、発光寿命が０．０５μｓ以上の蛍光を遅延蛍光として判定した。
【０１０１】
［１］化合物の合成
　本実施例では、化合物１～６を下記反応スキームに従って合成した。
【０１０２】
【化４２】

【０１０３】
　具体的な合成手順を以下に示す。
（合成例１）　化合物１の合成
　まず、中間体ａを下記反応により合成した。
【０１０４】
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【０１０５】
　２，２－ビス（４－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン（３．３４ｇ）と臭化水
素酸（２０ｍＬ）を１００ｍＬの丸底フラスコに入れて氷浴中に置いた。この混合物に、
亜硝酸ナトリウムの水溶液（ＮａＮＯ２１．７２ｇ／水１０ｍＬ）を滴下し、攪拌してス
ラリーを得た。このスラリーを、氷浴中で２０分間攪拌した後、臭化銅（Ｉ）の臭化水素
酸溶液（ＣｕＢｒ７．１６ｇ／ＨＢｒ２０ｍＬ）に攪拌しながら滴下し、さらに、室温で
１．５時間攪拌した。この反応液に水１００ｍＬを加え、生じた沈殿物を濾過により回収
して粗生成物を得た。この粗生成物を、ヘキサンを溶離液に用いてカラムクロマトグラフ
ィーにより精製し、真空乾燥して白色固体の２，２－ビス（４－ブロモフェニル）ヘキサ
フルオロプロパン（中間体ａ）を収量３．４ｇ、収率７３．６％で得た。
【０１０６】
　次に、中間体ｂを下記反応により合成した。
【０１０７】

【化４４】

【０１０８】
　２，２－ビス（４－ブロモフェニル）ヘキサフルオロプロパン（２．３１ｇ、５ｍｍｏ
ｌ）、ビス（ピナコラト）ジボロン（１．２７ｇ、５ｍｍｏｌ）、［１，１′－ビス（ジ
フェニルホスフィノ）フェロセン］ジクロロパラジウム（ＩＩ）（１１０ｍｇ、０．１５
ｍｍｏｌ）、酢酸カリウム（１．５ｇ）、１，４－ジオキサン（５０ｍＬ）を容器に入れ
、容器内を窒素ガスで置換した後、８０℃の湯浴中で２４時間加熱した。この反応液を室
温に冷却した後、水５０ｍＬを加えたところ、水層と有機層に分離した。水層にジクロロ
メタン５０ｍＬを加えて抽出を行い、さらに、有機層を回収して残った水層にジクロロメ
タン５０ｍＬを加えて抽出を行う操作を２回繰り返した。回収した有機層に硫酸ナトリウ
ムを加えて乾燥し、濾過した後、溶剤を揮発除去した。得られた沈殿物を、ジクロロメタ
ン：ヘキサン＝１：２の混合溶媒を溶離液に用いてシリカゲルカラムクロマトグラフィー
により精製し、真空乾燥して白色固体の２－（４－ブロモフェニル）－２－｛４－（４，
４，５，５－テトラメチル－１，３，２－ジオキサボロラン－２－イル）フェニル｝－ヘ
キサフルオロプロパン（中間体ｂ）を収量２．２ｇ、収率８６．４％で得た。
【０１０９】
　次に中間体ｃを下記反応により合成した。
【０１１０】
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【化４５】

【０１１１】
　２－（４－ブロモフェニル）－２－｛４－（４，４，５，５－テトラメチル－１，３，
２－ジオキサボロラン－２－イル）フェニル｝－ヘキサフルオロプロパン（２．０４ｇ、
４ｍｍｏｌ）、２－クロロ－４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン（１．２９ｇ
、４．８ｍｍｏｌ）、テトラキス（トリフェニルホスフィン）パラジウム（０）（２３４
ｍｇ、０．２ｍｍｏｌ）、テトラヒドロフラン（５０ｍＬ）、炭酸カリウム水溶液（１Ｍ
、２０ｍＬ）を容器に入れ、容器内を窒素ガスで置換した後、６０℃の湯浴中で１６時間
加熱した。この反応液を室温に冷却したところ、水層と有機層に分離した。水層にジクロ
ロメタン５０ｍＬを加えて抽出を行い、さらに、有機層を回収して残った水層にジクロロ
メタン５０ｍＬを加えて抽出を行う操作を２回繰り返した。回収した有機層に硫酸ナトリ
ウムを加えて乾燥し、濾過した後、溶剤を揮発除去した。得られた沈殿物を、ジクロロメ
タン：ヘキサン＝１：１０の混合溶媒を溶離液に用いてシリカゲルカラムクロマトグラフ
ィーにより精製し、真空乾燥して白色固体の２－［４－｛２－（４－ブロモフェニル）－
１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロパン－２－イル｝フェニル］－４，６－ジ
フェニル－１，３，５－トリアジン（中間体ｃ）を収量１．８ｇ、収率７３．２％で得た
。
【０１１２】
　次に、化合物１を下記反応により合成した。
【０１１３】

【化４６】

【０１１４】
　２－［４－｛２－（４－ブロモフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ
プロパン－２－イル｝フェニル］－４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン（１．
８５ｇ、３ｍｍｏｌ）、９，９－ジメチル－９，１０－ジヒドロアクリジン（７５３ｍｇ
、３．６ｍｍｏｌ）、酢酸パラジウム（ＩＩ）（３４ｍｇ、０．１５ｍｍｏ）、ナトリウ
ムｔｅｒｔ－ブトキシド（１．７３ｇ、１８ｍｍｏｌ）、トリ－ｔｅｒｔ－ブチルホスホ
ニウムテトラフルオロボラート（１３１ｍｇ、０．４５ｍｍｏｌ）、トルエン（３０ｍＬ
）を容器に入れ、窒素雰囲気下、１１０℃で１６時間攪拌した。この反応液を室温に冷却
した後、水５０ｍＬを加えたところ、水層と有機層に分離した。水層にジクロロメタン５
０ｍＬを加えて抽出を行い、さらに、有機層を回収して残った水層にジクロロメタン５０
ｍＬを加えて抽出を行う操作を２回繰り返した。回収した有機層に硫酸ナトリウムを加え
て乾燥し、濾過した後、溶剤を揮発除去した。得られた沈殿物を、ジクロロメタン：ヘキ
サン＝１：３の混合溶媒を溶離液に用いてシリカゲルカラムクロマトグラフィーにより精
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１Ｈ－ＮＭＲ（５００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝８．８４（ｄ，Ｊ＝８．８Ｈｚ，２Ｈ）
，８．８２－８．７４（ｍ，４Ｈ），７．７２（ｄｄ，Ｊ＝１３．２，８．５Ｈｚ，４Ｈ
），７．６７－７．５５（ｍ，６Ｈ），７．４８（ｄｄ，Ｊ＝７．７，１．５Ｈｚ，２Ｈ
），７．４４－７．３８（ｍ，２Ｈ），７．０９－７．０１（ｍ，２Ｈ），６．９７（ｔ
ｄ，Ｊ＝７．５，１．２Ｈｚ，２Ｈ），６．３０（ｄｄ，Ｊ＝８．２，１．０Ｈｚ，２Ｈ
），１．６９（ｓ，６Ｈ）；１３Ｃ－ＮＭＲ（１２６ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝１７２．
１，１７１．０，１４２．４，１４０．７，１３７．４，１３６．２，１３３．３，１３
２．９，１３１．４，１３０．７，１３０．５，１２９．２，１２９．０，１２８．９，
１２６．６，１２５．４，１２１．１，１１４．１，３６．２，３１．２；ＡＰＣＩ－Ｍ
Ｓ　ｍ／ｚ：７４２Ｍ＋；Anal.calcd forＣ４５Ｈ３２Ｆ６Ｎ４：Ｃ，７２．７７；Ｈ，
４．３４；Ｎ，７．５４；Found：Ｃ，７２．７０；Ｈ，４．３２；Ｎ，７．５９．
【０１１５】
（合成例２）　化合物２の合成

【化４７】

【０１１６】
　２－［４－｛２－（４－ブロモフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ
プロパン－２－イル｝フェニル］－４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン（１．
８５ｇ、３ｍｍｏｌ）、ジフェニルアミン（６０９ｍｇ、３．６ｍｍｏｌ）、酢酸パラジ
ウム（ＩＩ）（３４ｍｇ、０．１５ｍｍｏｌ）、ナトリウムｔｅｒｔ－ブトキシド（１．
７３ｇ、１８ｍｍｏｌ）、トリ－ｔｅｒｔ－ブチルホスホニウムテトラフルオロボラート
（１３１ｍｇ、０．４５ｍｍｏｌ）、トルエン（３０ｍＬ）を容器に入れ、窒素雰囲気下
、１１０℃で１６時間攪拌した。この反応液を室温に冷却した後、水５０ｍＬを加えたと
ころ、水層と有機層に分離した。水層にジクロロメタン５０ｍＬを加えて抽出を行い、さ
らに、有機層を回収して残った水層にジクロロメタンを加えて抽出を行う操作を２回繰り
返した。回収した有機層に硫酸ナトリウムを加えて乾燥し、濾過した後、溶剤を揮発除去
した。得られた沈殿物を、ジクロロメタン：ヘキサン＝１：３の混合溶媒を溶離液に用い
てシリカゲルカラムクロマトグラフィーにより精製し、真空乾燥して白色固体の化合物２
を収量１．６５ｇ、収率７８．３％で得た。
１Ｈ－ＮＭＲ（５００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝８．８３－８．７４（ｍ，６Ｈ），７．
６８（ｄ，Ｊ＝８．４Ｈｚ，２Ｈ），７．６５－７．５６（ｍ，６Ｈ），７．３０（ｄｄ
，Ｊ＝８．４，７．４Ｈｚ，４Ｈ），７．２２（ｄ，Ｊ＝８．７Ｈｚ，２Ｈ），７．１６
（ｄｄ，Ｊ＝８．５，１．０Ｈｚ，４Ｈ），７．１１－７．０５（ｍ，２Ｈ），７．０３
－６．９７（ｍ，２Ｈ）；１３Ｃ－ＮＭＲ（１２６ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝１７２．０
，１７１．１，１４８．５，１４７．１，１３７．９，１３７．０，１３６．２，１３２
．８，１３１．０，１３０．７，１２９．６，１２９．２，１２８．９，１２８．８，１
２５．６，１２５．４，１２４．１，１２０．９；ＡＰＣＩ－ＭＳ　ｍ／ｚ：７０２Ｍ＋

； Anal. calcd for C４２Ｈ２８Ｆ６Ｎ４：Ｃ，７１．７９；Ｈ，４．０２；Ｎ，７．９
７；Found：Ｃ，７１．６５；Ｈ，３．９０；Ｎ，８．００．
【０１１７】
（合成例３）　化合物３の合成
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【化４８】

【０１１８】
　２－［４－｛２－（４－ブロモフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ
プロパン－２－イル｝フェニル］－４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン（１．
８５ｇ、３ｍｍｏｌ）、１，３，６，８－テトラメチル－９Ｈ－カルバゾール（８０４ｍ
ｇ、３．６ｍｍｏｌ）、酢酸パラジウム（ＩＩ）（３４ｍｇ、０．１５ｍｍｏｌ）、ナト
リウムｔｅｒｔ－ブトキシド（１．７３ｇ、１８ｍｍｏｌ）、トリ－ｔｅｒｔ－ブチルホ
スホニウムテトラフルオロボラート（１３１ｍｇ、０．４５ｍｍｏｌ）、トルエン（３０
ｍＬ）を容器に入れ、窒素雰囲気下、１１０℃で１６時間攪拌した。この反応液を室温に
冷却した後、水５０ｍＬを加えたところ、水層と有機層に分離した。水層にジクロロメタ
ン５０ｍＬを加えて抽出を行い、さらに、有機層を回収して残った水層にジクロロメタン
を加えて抽出を行う操作を２回繰り返した。回収した有機層に硫酸ナトリウムを加えて乾
燥し、濾過した後、溶剤を揮発除去した。得られた沈殿物を、ジクロロメタン：ヘキサン
＝１：３の混合溶媒を溶離液に用いてシリカゲルカラムクロマトグラフィーにより精製し
、真空乾燥して白色固体の化合物３を収量１．８６ｇ、収率８１．９％で得た。
１Ｈ－ＮＭＲ（５００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝８．８１（ｄｄ，Ｊ＝７．３，５．２Ｈ
ｚ，２Ｈ），８．８０－８．７６（ｍ，４Ｈ），７．７３（ｄ，Ｊ＝１０．６Ｈｚ，２Ｈ
），７．７０－７．６５（ｍ，２Ｈ），７．６５－７．５６（ｍ，６Ｈ），７．５３（ｓ
，４Ｈ），６．９４（ｓ，２Ｈ），２．４８（ｓ，６Ｈ），１．９４（ｓ，６Ｈ）；１３

Ｃ－ＮＭＲ（１２６ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝１７２．１，１７０．９，１４３．７，１
３９．６，１３７．４，１３７．３，１３６．１，１３３．９，１３２．９，１３１．３
，１３０．６，１３０．５，１３０．４，１２９．５，１２９．２，１２９．０，１２８
．９，１２４．５，１２１．２，１１８．０，２１．３，１９．５；ＡＰＣＩ－ＭＳ　ｍ
／ｚ：７５６Ｍ＋； Anal. calcd for Ｃ４６Ｈ３４Ｆ６Ｎ４：Ｃ，７３．０１；Ｈ，４
．５３；Ｎ，７．４０； Found：Ｃ，７２．９７；Ｈ，４．４７；Ｎ，７．４１．
【０１１９】
（合成例４）　化合物４の合成
【化４９】

【０１２０】
　２－［４－｛２－（４－ブロモフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ
プロパン－２－イル｝、フェニル］－４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン（１
．８５ｇ、３ｍｍｏｌ）、３，６－ジメチル－９Ｈ－カルバゾール（７０３ｍｇ、３．６
ｍｍｏｌ）、酢酸パラジウム（ＩＩ）（３４ｍｇ、０．１５　ｍｍｏｌ）、ナトリウムｔ
ｅｒｔ－ブトキシド（１．７３ｇ、１８ｍｍｏｌ）、トリ－ｔｅｒｔ－ブチルホスホニウ
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ムテトラフルオロボラート（１３１ｍｇ、０．４５ｍｍｏｌ）、トルエン（３０ｍＬ）を
容器に入れ、窒素雰囲気下、１１０℃で１６時間攪拌した。この反応液を室温に冷却した
後、水５０ｍＬを加えたところ、水層と有機層に分離した。水層にジクロロメタン５０ｍ
Ｌを加えて抽出を行い、さらに、有機層を回収して残った水層にジクロロメタンを加えて
抽出を行う操作を２回繰り返した。回収した有機層に硫酸ナトリウムを加えて乾燥し、濾
過した後、溶剤を揮発除去した。得られた沈殿物を、ジクロロメタン：ヘキサン＝１：３
の混合溶媒を溶離液に用いてシリカゲルカラムクロマトグラフィーにより精製し、真空乾
燥して白色固体の化合物４を収量１．６２ｇ、収率７４．１％で得た。
１Ｈ－ＮＭＲ（５００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝８．８４（ｄ，Ｊ＝８．７Ｈｚ，２Ｈ）
，８．８１－８．７３（ｍ，４Ｈ），７．９０（ｓ，２Ｈ），７．７４（ｄ，Ｊ＝８．４
Ｈｚ，２Ｈ），７．６２（ｄｄｄ，Ｊ＝２１．７，１０．８，６．０Ｈｚ，１０Ｈ），７
．４１（ｄ，Ｊ＝８．３　Ｈｚ，２Ｈ），７．２４（ｄｄ，Ｊ＝８．４，１．４Ｈｚ，２
Ｈ），２．５５（ｓ，６Ｈ）；１３Ｃ－ＮＭＲ（１２６ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝１７２
．０，１７１．０，１３９．３，１３８．９，１３７．５，１３７．３，１３６．２，１
３２．９，１３１．９，１３１．５，１３０．７，１２９．８，１２９．２，１２９．０
，１２８．９，１２７．４，１２６．２，１２６．１，１２３．９，１２０．５，１０９
．６，２１．５；ＡＰＣＩ－ＭＳ　ｍ／ｚ：７２８Ｍ＋； Anal. calcd for Ｃ４４Ｈ３

０Ｆ６Ｎ４：Ｃ，７２．５２；Ｈ，４．１５；Ｎ，７．６９；Found：Ｃ，７２．２８；
Ｈ，４．１３；Ｎ，７．２６．
【０１２１】
（合成例５）　化合物５の合成

【化５０】

【０１２２】
　２－［４－｛２－（４－ブロモフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ
プロパン－２－イル｝、フェニル］－４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン（１
．８５ｇ、３ｍｍｏｌ）、１，８－ジメチル－９Ｈ－カルバゾール（７０３ｍｇ、３．６
ｍｍｏｌ）、酢酸パラジウム（ＩＩ）（３４ｍｇ、０．１５ｍｍｏｌ）、ナトリウムｔｅ
ｒｔ－ブトキシド（１．７３ｇ、１８ｍｍｏｌ）、トリ－ｔｅｒｔ－ブチルホスホニウム
テトラフルオロボラート（１３１ｍｇ、０．４５ｍｍｏｌ）、トルエン（３０ｍＬ）を容
器に入れ、窒素雰囲気下、１１０℃で１６時間攪拌した。この反応液を室温に冷却した後
、水５０ｍＬを加えたところ、水層と有機層に分離した。水層にジクロロメタン５０ｍＬ
を加えて抽出を行い、さらに、有機層を回収して残った水層にジクロロメタンを加えて抽
出を行う操作を２回繰り返した。回収した有機層に硫酸ナトリウムを加えて乾燥し、濾過
した後、溶剤を揮発除去した。得られた沈殿物を、ジクロロメタン：ヘキサン＝１：３の
混合溶媒を溶離液に用いてシリカゲルカラムクロマトグラフィーにより精製し、真空乾燥
して白色固体の化合物５を収量１．５２ｇ、収率６９．５％で得た。
１Ｈ－ＮＭＲ（５００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝８．８３（ｄ，Ｊ＝８．８Ｈｚ，２Ｈ）
，８．８１－８．７６（ｍ，４Ｈ），８．００（ｄ，Ｊ＝７．１Ｈｚ，２Ｈ），７．６８
（ｄ，Ｊ＝８．４Ｈｚ，２Ｈ），７．６６－７．５４（ｍ，１０Ｈ），７．１８（ｔ，Ｊ
＝７．４Ｈｚ，２Ｈ），７．１３（ｄ，Ｊ＝７．０Ｈｚ，２Ｈ），１．９９（ｓ，６Ｈ）
；１３Ｃ－ＮＭＲ（１２６ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝１７２．１，１７０．９，１４３．
４，１４０．８，１３７．４，１３７．３，１３６．１，１３４．２，１３２．９，１３



(60) JP 2018-100411 A 2018.6.28

10

20

30

40

50

１．５，１３０．６，１３０．４，１２９．３，１２９．２，１２９．０，１２８．９，
１２４．３，１２１．５，１２０．３，１１８．３，１９．６；ＡＰＣＩ－ＭＳ　ｍ／ｚ
：７２８Ｍ＋； Anal. calcd for Ｃ４４Ｈ３０Ｆ６Ｎ４：Ｃ，７２．５２；Ｈ，４．１
５；Ｎ，７．６９；Found：Ｃ，７２．２９；Ｈ，４．１２；Ｎ，７．５６．
【０１２３】
（合成例６）　化合物６の合成
【化５１】

【０１２４】
　２－［４－｛２－（４－ブロモフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ
プロパン－２－イル｝、フェニル］－４，６－ジフェニル－１，３，５－トリアジン（１
．８５ｇ、３ｍｍｏｌ）、カルバゾール（６０２ｍｇ、３．６ｍｍｏｌ）、ビス（ジベン
ジリデンアセトン）パラジウム（０）（８６ｍｇ、０．１５ｍｍｏｌ）、ナトリウムｔｅ
ｒｔ－ブトキシド（１．７３ｇ、１８ｍｍｏｌ）、トリ－ｔｅｒｔ－ブチルホスホニウム
テトラフルオロボラート（１３１ｍｇ、０．４５ｍｍｏｌ）、トルエン（３０ｍＬ）を容
器に入れ、窒素雰囲気下、１１０℃で１６時間攪拌した。この反応液を室温に冷却した後
、水５０ｍＬを加えたところ、水層と有機層に分離した。水層にジクロロメタン５０ｍＬ
を加えて抽出を行い、さらに、有機層を回収して残った水層にジクロロメタンを加えて抽
出を行う操作を２回繰り返した。回収した有機層に硫酸ナトリウムを加えて乾燥し、濾過
した後、溶剤を揮発除去した。得られた沈殿物を、ジクロロメタン：ヘキサン＝１：３の
混合溶媒を溶離液に用いてシリカゲルカラムクロマトグラフィーにより精製し、真空乾燥
して白色固体の化合物６を収量１．５２ｇ、収率７２．４％で得た。
１Ｈ－ＮＭＲ（５００ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝８．８５（ｄ，Ｊ＝８．８Ｈｚ，２Ｈ）
，８．８１－８．７４（ｍ，４Ｈ），８．１６（ｄ，Ｊ＝７．７Ｈｚ，２Ｈ），７．７４
（ｄ，Ｊ＝８．２Ｈｚ，２Ｈ），７．７１－７．５５（ｍ，１０Ｈ），７．５３（ｄ，Ｊ
＝８．２Ｈｚ，２Ｈ），７．４９－７．４２（ｍ，２Ｈ），７．３３（ｔ，Ｊ＝７．４Ｈ
ｚ，２Ｈ）；１３Ｃ－ＮＭＲ（１２６ＭＨｚ，ＣＤＣｌ３）δ＝１７２．０，１７１．０
，１４０．６，１３８．９，１３７．４，１３７．３，１３６．１，１３２．９，１３２
．１，１３２．０，１３０．７，１２９．２，１２９．０，１２８．９，１２６．６，１
２６．３，１２３．８，１２０．６，１０９．９；ＡＰＣＩ－ＭＳ　ｍ／ｚ：７００　Ｍ
＋； Anal. calcd for Ｃ４２Ｈ２６Ｆ６Ｎ４：Ｃ，７２．００；Ｈ，３．７４；Ｎ，８
．００．；Found：Ｃ，７１．８９；Ｈ，３．７２；Ｎ，７．８６．
【０１２５】
［２］有機発光素子の作製と評価
（実施例１）　化合物１を用いた有機フォトルミネッセンス素子の作製と評価
　Ａｒ雰囲気のグローブボックス中で化合物１をトルエン、クロロホルムまたはシクロヘ
キサンに溶解して溶液を調製した。各溶液における化合物１の濃度は２×１０－５ｍｏｌ
／Ｌとした。
　また、石英基板上に真空蒸着法にて、真空度５×１０－４Ｐａ以下の条件で化合物１の
薄膜（単独膜）を５０ｎｍの厚さで形成して有機フォトルミネッセンス素子とした。
　これとは別に、石英基板上に真空蒸着法にて、真空度５×１０－４Ｐａ以下の条件で化
合物１とＰＰＴとを異なる蒸着源から蒸着し、化合物１の濃度が１０質量％である薄膜（
ドープ膜）を５０ｎｍの厚さで形成して有機フォトルミネッセンス素子とした。
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　化合物１の各溶液および単独膜について、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発光スペ
クトルと吸収スペクトルを図２に示し、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発光の過渡減
衰曲線を図３に示す。図２に示された各溶液および単独膜それぞれの２つのスペクトルは
、短波長側に極大を有するスペクトルが吸収スペクトルであり、長波長側に極大を有する
スペクトルが発光スペクトルである。下記の図４、６、８、１０、１２においても同様で
ある。また、化合物１の各溶液、単独膜およびドープ膜について測定したフォトルミネッ
センス量子効率（ＰＬ量子効率）と、化合物１の各溶液、単独膜およびドープ膜を脱気し
た後に測定したフォトルミネッセンス量子効率（ＰＬ量子効率）を表１に示す。
【０１２６】
（実施例２～４）　化合物２～４を用いた有機フォトルミネッセンス素子の作製と評価
　化合物１の代わりに、化合物２～４を用いること以外は、実施例１と同様にして化合物
２～４のトルエン溶液、クロロホルム溶液、シクロヘキサン溶液、単独膜およびドープ膜
を作製した。
　化合物２の各溶液および単独膜について、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発光スペ
クトルと吸収スペクトルを図４に示し、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発光の過渡減
衰曲線を図５に示す。化合物２の各溶液、単独膜およびドープ膜について測定したフォト
ルミネッセンス量子効率と、化合物２の各溶液、単独膜およびドープ膜を脱気した後に測
定したフォトルミネッセンス量子効率を表２に示す。
　化合物３の各溶液および単独膜について、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発光スペ
クトルと吸収スペクトルを図６に示し、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発光の過渡減
衰曲線を図７に示す。化合物３の各溶液、単独膜およびドープ膜について測定したフォト
ルミネッセンス量子効率と、化合物３の各溶液、単独膜およびドープ膜を脱気した後に測
定したフォトルミネッセンス量子効率を表３に示す。
　化合物４の各溶液および単独膜について、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発光スペ
クトルと吸収スペクトルを図８に示し、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発光の過渡減
衰曲線を図９に示す。化合物４の各溶液、単独膜およびドープ膜について測定したフォト
ルミネッセンス量子効率と、化合物４の各溶液、単独膜およびドープ膜を脱気した後に測
定したフォトルミネッセンス量子効率を表４に示す。
【０１２７】
（実施例５）　化合物５を用いた有機フォトルミネッセンス素子の作製と評価
　化合物１の代わりに、化合物５を用いること以外は、実施例１と同様にして化合物５の
トルエン溶液、クロロホルム溶液、単独膜およびドープ膜を作製した。
　化合物５の各溶液および単独膜について、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発光スペ
クトルと吸収スペクトルを図１０に示す。化合物５のトルエン溶液およびクロロホルム溶
液について、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発光の過渡減衰曲線と、これらの溶液に
脱気を行った後に測定した発光の過度減衰曲線を図１１に示す。化合物５の各溶液、単独
膜およびドープ膜について測定したフォトルミネッセンス量子効率と、化合物５の各溶液
、単独膜およびドープ膜を脱気した後に測定したフォトルミネッセンス量子効率を表５に
示す。
【０１２８】
（実施例６）　化合物６を用いた有機フォトルミネッセンス素子の作製と評価
　化合物１の代わりに、化合物６を用いること以外は、実施例１と同様にして化合物６の
トルエン溶液および単独膜を作製した。
　化合物６のトルエン溶液および単独膜について、３４０ｎｍ励起光を用いて測定した発
光スペクトルと吸収スペクトルを図１２に示す。化合物６のトルエン溶液について、３４
０ｎｍ励起光を用いて測定した発光の過渡減衰曲線と、このトルエン溶液に脱気を行った
後に測定した発光の過度減衰曲線を図１３に示す。化合物６のトルエン溶液および単独膜
について測定したフォトルミネッセンス量子効率と、化合物６のトルエン溶液および単独
膜を脱気した後に測定したフォトルミネッセンス量子効率を表６に示す。
【０１２９】
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【０１３０】
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【表２】

【０１３１】
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【表３】

【０１３２】
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【表４】

【０１３３】
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【表５】

【０１３４】
【表６】

【０１３５】
　図３、５、７、１１、１３で示されているように、いずれの化合物についても裾の長い
過渡減衰曲線を観測することができた。このことから、化合物１～６は、遅延蛍光を放射
しうる化合物であることを確認することができた。また、表１～６に示した脱気後のＰＬ
量子効率から、化合物１～６は優れた発光効率を有することがわかった。なお、脱気して
いない各溶液、単独膜およびドープ膜でＰＬ量子効率が低いのは、溶存酸素により励起三
重項状態が消光され、逆項間交差を介する励起一重項状態の生成が減少したためであると
推測される。
【０１３６】
（実施例７～８）　化合物６を用いた有機エレクトロルミネッセンス素子の作製と評価
　膜厚１００ｎｍのインジウム・スズ酸化物（ＩＴＯ）からなる陽極が形成されたガラス
基板上に、各薄膜を真空蒸着法にて、真空度５×１０－５Ｐａで積層した。まず、ＩＴＯ
上にＨＡＴ－ＣＮを１０ｎｍの厚さに蒸着してホール注入層を形成した。次に、Ｔｒｉｓ
ＰＣｚを２５ｎｍの厚さに蒸着してホール輸送層を形成し、その上に、ｍＣＢＰまたは化
合物６を５ｍｎの厚さに蒸着して電子阻止層を形成した。次に、４ＣｚＩＰＮと化合物６
を異なる蒸着源から共蒸着し、３０ｎｍの厚さの層を形成して発光層とした。この時、４
ＣｚＩＰＮの濃度は２０重量％とした。次に、化合物６を１０ｎｍの厚さに蒸着してホー
ル阻止層を形成し、その上に、電子輸送材料とＬｉｑを異なる蒸着源から重量比７：３で
４０ｎｍの厚さに共蒸着して電子輸送層を形成した。次いで、Ｌｉｑとアルミニウム（Ａ
ｌ）を異なる蒸着源から重量比２：１００で１００ｎｍの厚さに共蒸着して陰極を形成す
ることにより、実施例７（電子阻止層がｍＣＢＰ）および実施例８（電子阻止層が化合物
６）の有機エレクトロルミネッセンス素子を作製した。
　製造した各素子の発光スペクトルは図１４に示すように重なっていた。実施例７の素子
の最大外部量子効率は１４％であった。
【０１３７】
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【化５２】

【産業上の利用可能性】
【０１３８】
　本発明の化合物は発光材料等として有用である。このため本発明の化合物は、有機エレ
クトロルミネッセンス素子などの有機発光素子用の発光材料等として効果的に用いられる
。本発明の化合物の中には、遅延蛍光が放射するものも含まれているため、発光効率が高
い有機発光素子を提供することも可能である。このため、本発明は産業上の利用可能性が
高い。
【符号の説明】
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【０１３９】
　１　基板
　２　陽極
　３　正孔注入層
　４　正孔輸送層
　５　発光層
　６　電子輸送層
　７　陰極

【図１】

【図２】

【図３】
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